
 
 

介護職員処遇改善加算及び 

介護職員等特定処遇改善加算 

について 
令和３年４月からの加算取得に係る計画書の提出期限は、 

               令和３年４月 15日です。 

 

今回の資料は、厚生労働省のホームページに、公表されているものです。 

エクセル様式も同様に、以下のページに掲載されていますので、ご活用ください。 

 

 

【厚生労働省】 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000188411_00034.html 

 

 



 
 

提出書類の簡素化について 
 

令和３年４月１日から、以下のとおり提出書類の簡素化を図ります。 

 

項 目 内 容 

代表者印が不要となる書類 ・指定・更新・変更に係る届出書及び添付書類(資格

者証や契約書等の添付書類への原本証明は不要。) 

・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書及び

添付書類     等 

 

 

 

項 目 内 容 

様式を変更する書類 ・指定等に関する届出書は、現在の様式を使用してく

ださい。ただし、㊞欄への押印は不要です。 

・介護給付算定に係る体制等に関する届出書及び添

付書類等の様式は、取り急ぎ、各事業所へメールで送

信します。 

※上記の様式は、今後、町ホームページへ掲載予定で

す。 

各書類の提出方法等の変更 ・提出方法は、メールも可とします。 

・提出先は、令和３年４月１日からは、 

 hukushi@town.aomori-nanbu.lg.jpではなく、 

kaigo@town.aomori-nanbu.lg.jpです。 

 



 
 

変更届出書の提出 

 

指定を受けた事項に変更が生じた場合は、町へ変更の届出が必要となります。 

指定内容に変更がある又はあった場合は、速やか（10日以内）に変更届出書に必要書類を

添付して提出してください。 

ただし、 

令和３年度介護報酬改定等に係る変更届出書の提出期限は、 

令和３年４月 15日とします。 

 

 



 
 

介護給付費算定に係る体制等に 

関する届出書について 
 

加算を新たに取得する場合、取得している加算を取り下げる場合は、介護給付費算定に係

る体制等に関する届出が必要です。 

 

 

 

 

 

 

サービス種類 届出時期と算定開始時期 

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

・夜間対応型訪問介護 

・地域密着型通所介護 

・認知症対応型通所介護 

・小規模多機能型居宅介護 

・看護小規模多機能型居宅介護 

・毎月 15 日以前に届出 

⇒翌月から算定 

・毎月 16 日以降に届出 

⇒翌々月から算定 

・認知症対応型共同生活介護 

・地域密着型特定施設入居者生活介護 

・地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

・届出月の翌月から算定 

（月の初日に届出した場合は、 

その月から算定） 

ただし、 

令和３年４月からの加算取得に係る届出書の提出期限は、 

令和３年４月 15日とします。 



 
 

 

町ホームページに掲載の「介護給付費算定に係る体制等に関する届出（別紙 3-2）※押印

不要」及び「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表（別紙 1-3）」により、必要な添付書

類を確認したうえで提出してください。 

 

また、現在取得している加算の変更の有無に関わらず、「介護給付費算定に係る体制等状

況一覧表（別紙 1-3）」を FAX（0178-76-3904）又は電子メール（kaigo@town.aomori-

nanbu.lg.jp）で令和３年４月 15 日までに提出してください。（全事業所対象） 

 

【町ホームページ】 

http://www.town.aomori-nanbu.lg.jp/index.cfm/7,10492,26,335,html 

ホーム＞健康・福祉＞介護保険＞介護保険事業者向け情報＞地域密着型サービス事業における介護給付費算定に

係る届出について 

 



 
 

重要事項説明書等の対応について 
 

【内容及び手続の説明及び同意】 

事業所は、介護保険サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者またはその家

族に対し、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサービス提供の選

択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始

について利用申込者の同意を得なければならない。 

 

 

 

 

 

令和３年度介護報酬改定等により、 

重要事項説明書等の内容が変更となる事業所は、 

利用者又はその家族に対し、改めて説明を行い、同意を得ることが必要です。 

 

重要事項説明書の変更様式の定めはありませんので、 

各事業所において適切な方法で説明と同意の確認を行ってください。 

 

＜対応例＞ 

令和３年度介護報酬改定による内容の変

更を行った重要事項説明書を作成する。 

 
改めて、 

利用者等に交付して説明を 

行い、同意を得る。 
重要事項説明書中の料金表について、別

紙を作成する。 

 



 
 

▶料金を記載する上での留意点について 

新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な評価として、全サービスにおいて、

令和３年４月から同年９月までの間、基本報酬に 0.1%上乗せされます。 

利用者負担に影響があるため、当該評価を盛り込んだ料金表の作成が必要になります。 

ただし、対象期間が９月末までと短期間であることを鑑み、事業者の負担軽減の観点から、

以下の方法も可能とします。 

 

＜対応例＞ 

今般の報酬改定による単位に基づいた料

金表を作成のうえ、注意書き等により令

和３年４月から９月までの間、基本報酬

に 0.1％上乗せされる旨、記載する。 

 
４月に利用者の同意得た場合は、

10月に改めて同意を得る必要は 

ありません。 

 

 

 

▶運営規程等の掲示及びファイル等備え置きについて 

運営に関する基準上、介護事業者は介護事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業

者の勤務体制その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を掲

示しなければなりません。 

 

 令和３年度介護報酬改定等に併せて、変更のあったものを速やかに掲示してください。

なお、掲示に係る見直しにより、閲覧可能な形でファイル等で備え置くこと等も可能にな

ります。 

 

 

 



 
 

▶利用者への説明・同意等について 

利用者及び家族等の利便性向上並びに業務負担軽減等の観点から、事業者等は、書面で行

うことが規定されている又は想定される交付等(交付、説明、同意、承諾、締結その他これ

に類するものをいう。)について、事前に利用者等の承諾を得た上で、電磁的方法によるこ

とができるとされています。 

 

＜電磁的方法の例＞ 

 ①電子メールによる利用者等の同意の意思表示 

⇒メールを送信したことをもって同意に替えることは認められない。 

 ②書面における署名又は記名・押印に替えて、電子署名を活用する 

 

 

 



 
 

令和３年度 

指定更新対象事業所について 
令和３年度に指定有効満了日を迎える事業所は以下のとおりです。 

更新の通知はしませんので、更新する場合は、満了日の２ヶ月前までに必要書類を提出

してください。必要書類等についての詳細は、町のホームページをご参照ください。 

【町ホームページ】 

http://www.town.aomori-nanbu.lg.jp/index.cfm/7,10658,26,335,html 

ホーム＞健康・福祉＞介護保険＞介護保険事業者向け情報＞地域密着型サービス事業所の指定・更新・変更等に

ついて 

 

 

事業所名 指定有効期間 

グループホーム スマイル荘２号館 

（社会福祉法人 福生会） 

平成２７年１０月 １日から 

令和 ３年 ９月３０日まで 

グループホーム あいの里 

（株式会社サンメディックス） 

平成２８年 １月１５日から 

令和 ４年 １月１４日まで 

 



 
 

介護報酬等に関する 

質問について 
地域密着型サービスに係る質問は、認識の相違を避けるため、電話ではなく、町ホーム

ページに掲載の「地域密着型サービス事業に係る質問票」により、FAX（0178-76-3904）又

は電子メール（kaigo@town.aomori-nanbu.lg.jp）でご質問ください。関係法令・通知等を

確認し、事業所内で十分検討のうえ、質問者の見解及び根拠を記載してください。 

【町ホームページ】 

http://www.town.aomori-nanbu.lg.jp/index.cfm/7,10476,26,335,html 

ホーム＞健康・福祉＞介護保険＞介護保険事業者向け情報＞地域密着型サービス事業に係る質問について 

 

 

また、今年度、町に寄せられた質問及びその回答について、主なものは以下のとおりで

した。今後の事業所の運営にお役立てください。 

質 問 回 答 

介護支援専門員である計画

作成者が、１月以上休職に

なることが考えられる。 

その場合は、新たに代替え

職員を探さなければならな

いのか。 

翌々月から、人員基準欠如が解消されるに至った月まで、減

算される。そのため、期間によっては、減算の対象とならな

い。 

また、１ユニットのみの事業所は、計画作成者が介護支援専

門員であるため、翌々月から、人員基準欠如が解消されるに

至った月まで、減算される。 

参考：【１ユニットの計画作担当者＝介護支援専門員が監督する他ユニットの

計画作成者が、必要な研修を修了していない場合は、次回研修を受講する誓

約書で減算の対象外となる】には、該当しない。 

 



 
 

質 問 回 答 

管理者または計画作成担当

者として、必要な研修を修

了した者を配置できない場

合、どうなるか。 

研修を修了した職員の離職等により、要件を満たしていない

が、直近の当該研修を修了することが確実に見込まれる者を

配置する場合には、減算対象としない取扱いとしている。 

その際には、修了することの誓約書及び研修修了後、速やか

に修了証の写しを提出する必要がある。 

なお、誓約書のとおり研修を修了しなかった場合は、減算の

方法に従った減算を行うこと。（事業所の責に帰すべき事由

以外のやむを得ない場合は除く。） 

根拠法令：指定地域密着型サービスに要する費用の算定に関する基準及び指

定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定

に伴う実施上の留意事項について（平成 18年 3月 31日付老計発第 0331005

号老振発第 0331005号老老第 0331018号）第 2の⑻の④ 

 

 

質 問 回 答 

計画作成担当者として、更

新研修を受けていない者を

配置する場合、どうなる

か。 

 

介護支援専門員証の有効期間が満了した場合、介護支援専門

員として仕事に就くことはできない。介護支援専門員の有効

期間の更新を行っていない者が計画作成担当者となる場合

は、翌々月から人員基準欠如が解消されるに至った月まで減

算となる。 

計画作成担当者は、非常勤

専従での配置は可能か。 

計画作成担当者は、非常勤で差し支えない。勤務時間は事業

所によって異なるが、利用者に対する計画を適切に作成する

ために、利用者の日常の変化を把握するに足る時間の勤務は

少なくとも必要である。この場合、管理者は常勤でなければ

ならないため、計画作成担当者と管理者の兼務はできない。 

根拠法令：「介護サービス関係 Q＆A集（平成 30年 6月 1日現在版）」通番 1616 

 



 
 

その他について 
 

▶運営推進会議及び介護・医療連携推進会議 

開催日から１か月以内に開催報告書を提出してください。（第１回には、構成員名簿を添付） 

なお、構成員は以下の①～④の分野から各１名以上、計４名以上が望ましいです。 

介護・医療連携推進会議の場合は、⑥の分野から１名以上の選出が必要です。 

①利用者又は利用者の家族   ②地域住民の代表者 

③知見を有する者（同一法人又はその系列法人に所属する者以外が望ましい） 

④南部町の職員又は南部町地域包括支援センター職員 

⑤事業所の管理者や従業者等  ⑥地域の医療関係者（介護・医療連携推進会議の場合） 

 

 

▶介護に関する情報 

最新情報の確認に、以下のホームページをご活用ください。 

●厚生労働省 ＞ 介護・高齢者福祉 

  介護サービス関係Ｑ＆Ａ、介護報酬など 

●WAM NET （独立行政法人福祉医療機構が運営する、福祉・保健・医療の総合情報サイト） 

「介護保険最新情報」の確認、外部評価情報など 

●青森県国民健康保険団体連合会 ＞ 介護保険課  

  処理日程、請求に関する留意事項、エラー等返戻など 

その他、青森県や南部町のホームページをご参照ください。 


